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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　顧客対応の時間情報および対応内容を作成日時とともに応答記録として入力し、前記応
答記録に基づいてオペレータの業務に関するスキルを推定する処理を行う業務スキル推定
プログラムにおいて、
　コンピュータを、
　業務内容に応じた大カテゴリと、前記大カテゴリに分類される前記応答記録に含まれる
重要語とが関連付けて定義される分類ルールが格納される分類ルール記憶手段から前記分
類ルールを読み込み、所定の期間に作成された前記応答記録を入力し、前記応答記録の内
容と前記分類ルールの前記重要語とを照合し、一致するものがあれば前記分類ルールに基
づいて前記応答記録を対応する前記大カテゴリに分類する大カテゴリ分類手段、
　前記大カテゴリに分類された前記応答記録群について、前記応答記録に含まれる語の類
似度に基づいて前記応答記録間の類似度を算出し、前記類似度の高い前記応答記録をまと
めて小カテゴリを生成し、該応答記録を前記小カテゴリに分類する小カテゴリ生成手段、
　前記小カテゴリごとに、前記小カテゴリに分類された前記応答記録群を前記応答記録の
前記作成日時に基づいて前記所定の期間を２分割した前半期間と後半期間に分類し、前記
前半期間に分類された前記応答記録の数の割合と前記後半期間に分類された前記応答記録
の数の割合を比較し、前記割合が同等であれば期間的変動の少ない共通情報、前記割合が
異なっていれば期間的変動の大きい外乱情報に弁別し、弁別結果と前記応答記録とを関連
付けた出力情報を出力する外乱弁別手段、
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　前記大カテゴリごとに、前記外乱弁別手段によって前記共通情報と弁別された前記小カ
テゴリに属する前記応答記録を用いてオペレータが前記所定の期間に処理した前記顧客対
応の件数を含む所定の業務スキルレベルを算出するスキル推定手段、
　として機能させることを特徴とする業務スキル推定プログラム。
【請求項２】
　前記小カテゴリ生成手段を、階層型クラスタリングによって、
　前記階層型クラスタリングに用いる類似度の定義に基づき、少なくとも１つの応答記録
を含むクラスタのうちその時点で最も類似度の高い２つ前記クラスタを結合して新たな前
記クラスタを生成することによって前記クラスタの階層構造を構築する階層構築手段、
　所定の停止条件に基づき、前記階層構築手段による前記階層構造の構築処理を停止させ
るタイミングを監視し、前記所定の停止条件の成立によって前記構築処理を停止させ、前
記階層構造を確定させる停止判定手段、
　として機能させることを特徴とする請求項１記載の業務スキル推定プログラム。
【請求項３】
　前記階層構築手段では、
　任意の２つのクラスタを結合したときに、前記前半期間に作成された前記応答記録の数
の割合と、前記後半期間に作成された前記応答記録の数の割合との差の絶対値に基づく第
１の類似度と、任意の２つの前記クラスタに属する任意の２つの前記応答記録に含まれる
語の類似度に基づく第２の類似度を定義し、前記第１及び第２の類似度の定義に従って、
最も類似する２つのクラスタを結合して新たな前記クラスタを生成する、
　処理を実行させることを特徴とする請求項２記載の業務スキル推定プログラム。
【請求項４】
　前記大カテゴリ分類手段では、
　前記業務内容に応じて前記応答記録に出現すると予測される重要語と、前記重要語に対
応する大カテゴリ名とを関連付けた前記分類ルールに基づき、前記応答記録に含まれる前
記重要語を検索し、検出された前記重要語に応じて前記大カテゴリ名を前記応答記録に割
当てて分類を行う、
　処理を実行させることを特徴とする請求項１記載の業務スキル推定プログラム。
【請求項５】
　コンピュータを、さらに、
　前記外乱情報に弁別された前記応答記録の内容に共通する前記重要語に基づいて前記外
乱の内容を特定するとともに、前記所定の期間について前記共通情報に弁別された前記応
答記録を用いて算出される所定の期間における対象のオペレータの共通情報による生産性
の変化に基づく真の成長度と、前記外乱情報と前記共通情報を含む前記応答記録を用いて
算出された前記対象のオペレータの相対生産性の変化に基づく見かけ上の成長度とを算出
し、前記見かけ上の成長度と前記真の成長度に基づいて、前記オペレータの業務スキルの
生産性に前記外乱が及ぼした影響度を算出する外乱解析手段、
　として機能させることを特徴とする請求項１記載の業務スキル推定プログラム。
【請求項６】
　前記外乱解析手段は、前記大カテゴリごとに、前記影響度とともに、前月の前記相対生
産性と、今月の前記相対生産性と、該大カテゴリに属する前月の前記応答記録に前月の前
記共通情報が占める共通部分の割合と、該大カテゴリに属する今月の前記応答記録に今月
の前記共通情報が占める共通部分の割合とを算出し、算出された各値と、前記大カテゴリ
とを関連付けた外乱影響表を生成して出力する、
　ことを特徴とする請求項５記載の業務スキル推定プログラム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は業務スキル推定プログラムに関し、特に顧客対応の時間情報および対応内容を
応答記録として入力し、応答記録に基づいてオペレータの業務に関するスキルを推定する
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処理を行う業務スキル推定プログラムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　サポートセンターでは、オペレータが、顧客からの様々な問合せを受付け、その対応処
理を行っており、管理者は、その運営の効率化のために個々のオペレータの持つスキルを
把握する必要があった。すなわち、個々のオペレータの持つ業務スキルを把握し、スキル
に合わせて顧客からの問合せの対応業務を振り分けたり、適切な教育を施してオペレータ
の業務スキルレベルを上げることによって運営の効率化を図る。
【０００３】
　従来、オペレータの業務スキルの推定は、単位時間当たりに処理される平均的な処理件
数に基づいて行われていた。オペレータの業務には、電話などによる顧客からの問合せに
応答する応答業務と、応答内容などをセンターのデータベースに登録する業務とがある。
そこで、電話の着信時刻と終了時刻、データベースに登録するため応答記録（以下、イン
シデントとする）をオープンした時刻と、登録を終了してインシデントをクローズした時
刻などを取得して顧客対応時間を算出し、対応時間が短いオペレータほど高いスキルを持
つという知見に基づき、オペレータの業務スキルレベルを推定していた。
【０００４】
　また、オペレータの業務スキルの推定の一方法として、ネットワークによって接続され
る複数のユーザ端末から、能力を測定し得るファイルへデータ書き込みがあったときに、
そのデータ量を検出して管理サーバへ送信し、管理サーバでは、ユーザ別に書き込みデー
タ量を保持し、その大小や頻度などに基づいて成果を評価する評価支援方法が提案されて
いる（たとえば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００４－１６４３４４号公報（段落番号〔００１６〕～〔００４５
〕、図１）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかし、従来の業務スキル推定では、問合せ内容の変化に応じてオペレータの見かけ上
の業務スキルが変動し、適切な業務スキルの把握が難しいという問題点があった。
　従来、顧客対応時間の測定は、通常の業務において登録されたインシデントを用いて行
われていた。しかしながら、通常の業務では、問合せの内容は様々な要因により変化する
。たとえば、コンピュータウィルスに関する問い合わせなどは、そのコンピュータウィル
スによる被害が拡大するにつれて件数も多くなるが、大部分の機器でウィルス対策が完了
すると、件数は激減するという特徴がある。また、ハードウェアの不具合やソフトウェア
にセキュリティホールが検出された場合なども、公表されてしばらくは問合せ件数が多い
が、その後は収束する。一方、カタログの請求や製品操作に関する問合せなどの件数はあ
まり変化しないという特徴がある。
【０００６】
　このように問合せの内容に変化があると、顧客対応時間の変化が、オペレータの業務ス
キルの変化によるものなのか、問合せの内容の難易度が変化していることにあるのか区別
することが難しくなる。一時的に多発するが、その後はほとんど発生しないような問合せ
への顧客対応時間はオペレータの業務スキルにはあまり依存せず、かつ、教育を行っても
問合せ件数が減少するので効果が少なく、オペレータの業務スキル推定に用いるのは妥当
ではないという問題点がある。以下、このように一過性の要素が強い問合せを外乱と呼ぶ
こととする。従来、このような外乱を排除するため、たとえば、管理者がインシデントを
確認し、外乱と判断されるインシデントを分離してから業務スキル推定処理を行うなどさ
れていた。しかしながら、管理者にインシデントが外乱であるか否かを判断させるのでは
、管理者の負担が大きいばかりか、外乱であるかどうかを直感的に判別することが難しい
ので、外乱要因が適切に分離されない可能性がある。
【０００７】
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　また、ファイル書き込みの際のデータ量に応じて成果を評価する手法は、オペレータが
同様のファイル書き込みを繰り返して行うような場合には適するが、内容に変化の大きい
顧客からの問合せに対する応対処理を行うオペレータの業務スキルの推定には適さない。
【０００８】
　本発明はこのような点に鑑みてなされたものであり、内容の変化など外乱要因のある問
合せに対する応答処理を記録した応答記録を用いて、適切なオペレータの業務スキルを把
握することが可能な業務スキル推定プログラムを提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明では上記課題を解決するために、図１に示すような処理をコンピュータに実行さ
せるための業務スキル推定プログラムが提供される。本発明に係る業務スキル推定プログ
ラムは、業務スキル推定装置に適用され、コンピュータに以下の処理を実行させることが
できる。業務スキル推定装置は、大カテゴリ分類手段１、小カテゴリ生成手段２、外乱弁
別手段３及びスキル推定手段４を具備し、インシデント（応答記録)を入力し、オペレー
タの業務スキルを推定する処理を行う。
【００１０】
　大カテゴリ分類手段１は、所定の期間内に作成されたインシデント１０ａ、１０ｂ、１
０ｃ、・・・を入力すると、業務内容に応じてインシデントを分類する分類ルールを用い
てこれを分類し、業務別インシデント２０を生成する。小カテゴリ生成手段２は、大カテ
ゴリごと（業務別）に、予め設定された類似度の定義に従って、それに属するインシデン
ト間の類似度を算出し、類似度の高いインシデントをまとめ、小カテゴリを生成する。外
乱弁別手段３は、小カテゴリ生成手段２により生成された小カテゴリごとに、小カテゴリ
に属するインシデントが期間的変動の少ない共通情報であるか、期間的変動の大きい外乱
情報であるかを弁別する。スキル推定手段４は、大カテゴリごと（業務別）に、外乱弁別
手段３によって共通情報と弁別された共通インシデントを用いてオペレータの業務スキル
の推定を行う。
【００１１】
　このような業務スキル推定プログラムによれば、業務スキル推定装置は、所定の期間の
インシデント１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・が入力されると、大カテゴリ分類手段１が
、分類ルールに従って入力されたインシデント１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・を分類し
、業務別インシデント２０を作成する。続いて、小カテゴリ生成手段２は、業務別インシ
デント２０の大カテゴリごと、すなわち業務別に属するインシデントのうち類似するもの
をまとめ、小カテゴリを生成する。こうして、業務内容が同種で、かつ類似するインシデ
ントが小カテゴリにまとめられる。外乱弁別手段３は、こうして生成された各小カテゴリ
に属するインシデントが期間変動の少ない共通情報であるか期間変動の大きい外乱情報で
あるかを弁別する。そして、スキル推定手段４は、業務ごとに、共通情報と判定された共
通インシデントのみを用いてオペレータの業務スキルを推定する。
【００１２】
　これにより、大カテゴリ別（業務別）に、共通情報に相当するインシデントだけを用い
てオペレータの業務スキルが推定される。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明の業務スキル推定プログラムによる業務スキル推定装置は、所定の期間のインシ
デントを業務別に分類し、さらに類似度に応じて分類した小カテゴリごとに属するインシ
デントが外乱情報であるかどうかを判定し、外乱情報以外の共通情報でオペレータの業務
スキルを推定する。このように、期間的変動の大きい外乱情報を自動的に分離し、期間的
変動の少ない共通情報のみを用いてオペレータの業務スキルを推定することができる、と
いう利点がある。この結果、期間的変動の大きい外乱要因を分離したインシデントに基づ
き、適切なオペレータの業務スキルを把握することが可能となる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１４】
　以下、本発明の実施の形態を図面を参照して説明する。まず、実施の形態に適用される
発明の概念について説明し、その後、実施の形態の具体的な内容を説明する。
　図１は、実施の形態に適用される発明の概念図である。
【００１５】
　本発明に係る業務スキル推定プログラムをコンピュータで実行させることにより、コン
ピュータは、業務スキル推定装置として機能する。この業務スキル推定装置は、大カテゴ
リ分類手段１、小カテゴリ生成手段２、外乱弁別手段３、スキル推定手段４及び外乱解析
手段５を具備する。
【００１６】
　大カテゴリ分類手段１は、オペレータ端末経由で入力される所定の期間のインシデント
１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・を入力すると、予め設定された分類ルールに基づき、イ
ンシデント１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・を分類する。所定の期間とは、任意に設定さ
れる期間で、インシデントの内容が期間変動する外乱情報であるかどうかの判定や、オペ
レータの業務スキルの成長を検出できるような期間が設定される。分類ルールには、イン
シデントの内容に含まれる重要語と、その重要語が検出された場合にインシデントが分類
される大カテゴリが定義される。インシデントの内容とは、インシデントに含まれる問合
せ内容や回答内容の記録を指す。たとえば、重要語として「契約解除」が検出されれば、
大カテゴリ「会員管理」に分類するというルールが定義される。大カテゴリには、業務ス
キルを推定する各業務、たとえば、会員管理、接続操作、資料要求などが設定され、重要
語にはこれらの業務に頻出する特徴的は用語が設定される。たとえば、会員登録または解
除などの会員管理業務のスキルを推定したい場合、「会員管理」を大カテゴリに定義する
とともに、会員管理で頻出する「新規入会」や、「契約解除」などの用語を重要語として
定義する。大カテゴリ分類手段１では、こうして定義された分類ルールに基づき、入力さ
れたインシデントの内容に重要語が含まれるかどうかを検索し、検索結果に応じて該当す
る大カテゴリに分類する。こうして大カテゴリ別（業務別）に分類された業務別インシデ
ント２０が作成される。
【００１７】
　小カテゴリ生成手段２は、業務別インシデント２０の業務別に、類似度の定義と停止条
件に従って類似するインシデントをまとめ、小カテゴリを生成する。小カテゴリの生成に
は、階層型クラスタリング手法を用いる。階層型クラスタリング手法では、それぞれのク
ラスタ（インシデント）間の距離（非類似度）関数に基づき、任意の２つのクラスタ間の
類似度を算出し、最も距離の近い、すなわち最も類似する２つのクラスタを結合する処理
が、停止条件が成立するまで逐次的に実行される。停止条件が成立した際に生成されてい
るクラスタが、小カテゴリに相当する。ところで、外乱分離のためのクラスタ類似度の定
義として、たとえば、インシデントが設定された所定の期間を分割し、その分割期間ごと
に分類されるインシデントの割合と、インシデントに含まれる語の類似度を定義する。
【００１８】
　なお、階層型クラスタリング手法については一般に知られており、その詳細は、「デー
タマイニング分野のクラスタリング手法（１）、神鷲　敏弘著、http://www.neurosci.ai
st.go.jp/~kamisima/REPOSITORY/2002-s-jsai-clustering-1.pdf」などに記載されている
。
【００１９】
　外乱弁別手段３は、小カテゴリ生成手段２が生成した小カテゴリごとに、弁別しきい値
(以下、弁別スレッショルドとする)に基づいて、小カテゴリに属するインシデントが期間
変動の少ない共通情報であるか、期間変動の大きい外乱情報であるかを弁別する。すなわ
ち、それぞれの小カテゴリに属するインシデントの作成日時により、インシデントを２つ
のグループに分ける。たとえば、所定の期間を２つに分割し、前半期間分と後半期間分の
インシデント数の割合を調べる。すなわち、前半期間分と後半期間分の割合が同等であれ
ば、期間変動の少ない共通情報と判定し、割合が異なっていれば期間変動の大きい外乱情
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報と判定する。判定の基準は、弁別スレッショルドとして予め設定しておく。
【００２０】
　スキル推定手段４は、外乱弁別手段３が共通情報と判定したインシデント、すなわち、
期間的変動の少ないスキル推定に適したインシデントを共通インシデントとして入力し、
この共通インシデントに基づき、オペレータの業務スキルを推定し、結果をオペレータス
キル表３１として出力する。業務スキルは、大カテゴリ別（業務別）に算出される。
【００２１】
　なお、スキル推定手法については、様々な方法が提案されており、ここでは、このよう
なスキル推定方法のいずれかを適宜実行することとする。スキル推定手段４に入力される
インシデントは、外乱要因が分離され、期間的に変動の少ない共通情報のみであるので、
いずれの方法を用いても、オペレータの業務レベルを適切に推定することができる。
【００２２】
　外乱解析手段５は、外乱弁別手段３が出力した全情報を用いて外乱要因を解析するとと
もに、外乱要因が与える影響度を算出し、算出結果に基づいて外乱影響表３２を出力する
。
【００２３】
　なお、上記説明の各処理手段は、コンピュータが業務スキル推定プログラムに従ってそ
の処理手順を実行することにより実現する。
　このような構成の業務スキル推定装置の動作について説明する。
【００２４】
　所定の期間のインシデント１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・が入力されると、大カテゴ
リ分類手段１は、インシデント１０ａ、１０ｂ、１０ｃ、・・・に含まれる問合せ内容や
回答内容の語と分類ルールで定義された重要語と照合し、一致するものがあれば、そのイ
ンシデントを該当する大カテゴリ（業務）に分類する。これにより、インシデントに対応
する業務分類が設定され、業務別インシデント２０が生成される。たとえば、各インシデ
ントは、「会員管理」、「インターネット接続操作」などの業務分類が設定される。
【００２５】
　続いて、分類された大カテゴリ別（業務別）に、小カテゴリ生成手段２は、類似度の定
義に従って、停止条件が成立するまで、インシデントを逐次的に結合し、いくつかの小カ
テゴリを生成する。たとえば、大カテゴリが「会員管理」であれば、「新規入会」、「契
約解除」などの小カテゴリに分類される。
【００２６】
　次に、外乱弁別手段３は、設定された弁別スレッショルドに従って、小カテゴリごとに
共通情報か外乱情報であるかを弁別する。すなわち、小カテゴリに属するインシデントを
、所定の期間を２分割し、前半期間分のインシデントの数と後半期間分のインシデントの
数の比と、弁別スレッショルドを比べ、ほぼ同じであれば、期間変動の少ない共通情報と
見なす。弁別スレッショルド値を超え、前半期間分と後半期間分のインシデント数が不均
衡であるとみなされれば、これを外乱情報とする。どの値で外乱情報とするかは、弁別ス
レッショルドによる。
【００２７】
　スキル推定手段４は、業務別に、共通情報に弁別された共通インシデントを用いてオペ
レータの業務スキルを推定し、オペレータスキル表３１を生成する。一方、外乱解析手段
５は、業務別に、外乱弁別手段３が出力した情報に基づき、外乱を解析するとともに、外
乱の影響度を算出して外乱影響表３２を生成する。
【００２８】
　以上の業務スキル推定装置によれば、分類ルールに従って業務別に分類された所定の期
間のインシデントが、さらに、階層型クラスタリング手法によって小カテゴリに分類され
、それぞれが共通情報か外乱情報か弁別される。そして、外乱要因が除かれた共通情報の
インシデントのみを用いて業務別のオペレータのスキル推定が行われる。また、分離され
た外乱要因のインシデントも用いて、外乱要因の影響が算出される。
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【００２９】
　このように、インシデントから外乱要因を分離することにより、適切なオペレータの業
務スキルを把握することが可能となる。また、外乱要因が与える影響についても把握する
ことが可能となる。
【００３０】
　以下、実施の形態を図面を参照して詳細に説明する。
　図２は、本発明の実施の形態の業務スキル推定システムの構成図である。本発明に係る
業務スキル推定システムは、業務スキル推定装置１００と、オペレータ端末２２１、２２
２、２２３、・・・と、管理者端末４００とがＬＡＮ（Local Area Network）３００を介
して接続されている。
【００３１】
　オペレータ端末２２１、２２２、２２３、・・・は、公衆電話回線網やＩＰネットワー
ク（図示せず）を介して顧客対応の業務を受け付ける電話機２１１、２１２、２１３、・
・・などの通信機に接続された端末装置である。オペレータは、顧客対応処理を行うと、
顧客対応の時間情報や案内内容をインシデントに記録し、ＬＡＮ３００を介して業務スキ
ル推定装置１００に送信する。なお、インシデントを他の管理サーバなどに保管しておき
、必要に応じて業務スキル推定装置１００にインシデントを送信する構成としてもよい。
【００３２】
　管理者端末４００は、オペレータの業務を管理する管理者の端末装置であり、業務スキ
ル推定装置１００が行ったオペレータの業務スキルの推定結果や、外乱の影響の算出結果
などを、ＬＡＮ３００を介して取得し、管理者に提示する。
【００３３】
　業務スキル推定装置１００は、インシデントをＬＡＮ３００経由で入力し、インシデン
トに基づき、オペレータの業務スキルの推定処理や、外乱の影響の算出処理を実行するも
のであり、通信制御部１１０、記憶部１２０及び制御部１３０を具備する。
【００３４】
　通信制御部１１０は、ＬＡＮ３００を介してオペレータ端末２２１、２２２、２２３、
・・・や、管理者端末４００との間の通信を制御する。
　記憶部１２０は、制御部１３０による各種処理に必要なデータなどを格納する記憶手段
である。機能的には、入力した顧客対応情報を格納するインシデント・データベース（以
下、ＤＢとする）１２１、業務別分類部１３１がインシデントを分類するための分類ルー
ルを格納する分類ルールＤＢ１２２、階層型クラスタリング部１３２が階層型クラスタリ
ング処理に用いる類似度の定義と停止条件を格納するクラスタリングＤＢ１２３、外乱弁
別部１３３が共通情報と外乱情報とを弁別するための弁別スレッショルドを格納する外乱
弁別ＤＢ１２４、スキル推定部１３４によるオペレータの業務スキル推定結果を格納する
業務スキルＤＢ１２５及び外乱解析部１３５による外乱の影響など外乱解析結果を格納す
る外乱解析結果ＤＢ１２６を有する。それぞれのＤＢに格納されるデータの詳細は、後述
する。
【００３５】
　制御部１３０は、業務別分類部１３１、階層構築部１３２ａと停止判定部１３２ｂを具
備する階層型クラスタリング部１３２、外乱弁別部１３３、スキル推定部１３４及び外乱
解析部１３５を有する。
【００３６】
　業務別分類部１３１は、分類ルールＤＢ１２２に格納された分類ルールと、インシデン
トＤＢ１２１に格納される所定の期間のインシデントを読み出し、分類ルールに従って、
インシデントを業務別に分類する。階層型クラスタリング部１３２は、クラスタリングＤ
Ｂ１２３から類似度の定義と停止条件を読み出し、業務別分類部１３１が分類した業務別
のインシデントから階層型クラスタを生成する。階層構築部１３２ａは、クラスタがそれ
ぞれ１つのインシデントで構成される状態から処理を開始し、類似度の定義に従って、そ
れぞれのクラスタ間の距離（非類似度）関数に基づき、最も距離の近い２つのクラスタを
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結合する。停止判定部１３２ｂは、階層構築部１３２ａの処理により、停止条件が成立し
たかどうかを判定し、停止条件が成立するまで階層構築部１３２ａのクラスタ結合処理を
繰返し実行させる。外乱弁別部１３３は、外乱弁別ＤＢ１２４の弁別スレッショルドを読
出し、階層型クラスタリング部１３２によって結合された最上位階層のクラスタごとに、
そのクラスタを構成するインシデントが共通情報であるか外乱情報であるかを、弁別スレ
ッショルドに基づき弁別する。スキル推定部１３４は、外乱弁別部１３３が共通情報と弁
別した共通インシデントのみを用いて、オペレータの業務スキルを推定する処理を行い、
その業務スキル推定結果を業務スキルＤＢ１２５へ格納する。外乱解析部１３５は、外乱
弁別部１３３の全出力情報、すなわち、外乱情報と弁別した外乱インシデントも用いて、
外乱を解析するとともに、外乱が見かけ上のオペレータの業務スキルに与える影響を解析
し、その外乱解析結果を外乱解析結果ＤＢ１２６へ格納する。
【００３７】
　ここで、業務スキル推定装置１００のハードウェア構成について説明する。図３は、本
実施の形態の業務スキル推定装置のハードウェア構成例を示すブロック図である。
　業務スキル推定装置１００は、ＣＰＵ（Central Processing Unit）１０１によって装
置全体が制御されている。ＣＰＵ１０１には、バス１０７を介してＲＡＭ（Random Acces
s Memory）１０２、ハードディスクドライブ（ＨＤＤ：Hard Disk Drive）１０３、グラ
フィック処理装置１０４、入力インタフェース１０５、通信インタフェース１０６が接続
されている。
【００３８】
　ＲＡＭ１０２には、ＣＰＵ１０１に実行させるＯＳ（Operating System）のプログラム
やアプリケーションプログラムの少なくとも一部が一時的に格納される。また、ＲＡＭ１
０２には、ＣＰＵ１０１による処理に必要な各種データが格納される。ＨＤＤ１０３には
、ＯＳやアプリケーションのプログラムが格納される。グラフィック処理装置１０４には
、モニタ１０８が接続されており、ＣＰＵ１０１からの命令に従って画像をモニタ１０８
の画面に表示させる。入力インタフェース１０５には、キーボード１０９ａやマウス１０
９ｂが接続されており、キーボード１０９ａやマウス１０９ｂから送られてくる信号を、
バス１０７を介してＣＰＵ１０１に送信する。通信インタフェース１０６は、ＬＡＮ３０
０に接続されており、ＬＡＮ３００を介して端末装置との間でデータの送受信を行う。
【００３９】
　このようなハードウェア構成によって、本実施の形態の処理機能を実現することができ
る。なお、オペレータ端末装置及び管理者端末も同様のハードウェア構成をとる。
　以下、本実施の形態の業務スキル推定システムの動作及び業務スキル推定方法について
説明する。
【００４０】
　各オペレータは、顧客からの問合せの電話が着信すると、電話機２１１、２１２、２１
３、・・・を用いて電話応対を行うとともに、オペレータ端末２２１、２２２、２２３を
操作してインシデントを生成する。図４は、本実施の形態のオペレータ端末装置の顧客対
応情報設定画面の一例を示した図である。
【００４１】
　オペレータ端末２２１、２２２、２２３、・・・に表示される顧客対応情報設定画面２
３０に従って、オペレータが各フィールドにデータを入力する。データは、端末が自動的
に設定してもよい。顧客対応情報には、顧客に対応した電話応対に関する電話応対記録と
、応答内容を記録した応答内容記録がある。電話応対記録は、オペレータが顧客に電話で
応対した電話応対時間を算出するための情報で、電話が着信した時刻を示す着信フィール
ド２３１、通話が終了した時刻を示す終了フィールド２３２及び応対したオペレータを示
す転送先フィールド２３３がある。また、応答内容記録は、オペレータがインシデントを
オープンした時刻を示す開始フィールド２３４、オペレータがインシデントをクローズし
た時刻を示す終了フィールド２３５、書き込みを行ったオペレータを示すオペレータＩＤ
フィールド２３６、問合せ内容を入力する問合せフィールド２３７及び回答内容を入力す
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る回答フィールド２３８がある。オペレータ端末２２１、２２２、２２３、・・・では、
各フィールドに設定されたデータを抽出し、電話応答記録から生成した通話時間データと
、応答内容記録から生成した応答記録を業務スキル推定装置１００に送信する。業務スキ
ル推定装置１００では、取得したデータをインシデントＤＢ１２１に格納する。
【００４２】
　なお、以下の説明では、特に断らない限り、応答内容記録から作成された応答記録をイ
ンシデントとする。
　管理者端末４００のオペレータの業務スキル推定処理の開始指示などにより、業務スキ
ル推定装置１００の制御部１３０が処理を開始し、業務別分類部１３１を起動する。
【００４３】
　［業務別分類部の処理］
　業務別分類部１３１は、まず、インシデントＤＢ１２１から所定の期間のインシデント
を読出すとともに、分類ルールＤＢ１２２から分類ルールを読出す。このとき、オペレー
タごとの業務スキルを推定する場合は、オペレータＩＤに基づき該当オペレータのものが
抽出され、全体の業務スキルレベルを推定する場合はオペレータＩＤに関わらず、すべて
のインシデントが抽出される。
【００４４】
　ここで、業務別分類部１３１が参照するインシデントについて説明する。
　図５は、本実施の形態の業務別分類部が参照するインシデントの一例を示した図である
。インシデント５００は、インシデントを識別するためのインシデントＩＤに関連付けて
、作成開始日時、作成終了日時、問合せ内容及び回答内容の各フィールドが設けられてい
る。作成開始日時フィールド５０１には、インシデント書き込みのためファイルをオープ
ンした日時が格納され、作成終了日時フィールド５０２には、書き込み終了によりファイ
ルをクローズした日時が格納される。また、問合せ内容フィールド５０３には、顧客から
の問合せ内容がテキストデータで格納されており、回答内容フィールド５０４には、オペ
レータの対応内容がテキストデータで格納されている。たとえば、インシデントＩＤ「５
２３０００１」で識別されるインシデントには、作成開始日時が「２００５／０１／２４
　０９：２３：３４」、作成終了日時が「２００５／０１／２４　０９：３１：２１」、
問合せ内容は「インターネットに接続できない・・・」、及び回答内容は「ＬＡＮケーブ
ルの接続を確認・・・」というデータが登録されている。
【００４５】
　次に、分類ルールについて説明する。
　図６は、本実施の形態の分類ルールの一例を示した図である。分類ルール５１０は、重
要語フィールド５１１と大カテゴリ名フィールド５１２を有する。重要語フィールド５１
１には、インシデント５００の問合せ内容フィールド５０３及び回答内容フィールド５０
４の一方、もしくは双方のテキストデータに含まれる分類のキーとなる重要語が格納され
る。また、大カテゴリ名フィールド５１２には、重要語に対応する大カテゴリ名が格納さ
れる。たとえば、重要語１に「インターネット」、重要語２に「接続」が設定され、大カ
テゴリ名に「インターネット接続」が設定される場合、インシデントのテキストデータに
「インターネット」と「接続」が検出された場合、そのインシデントを「インターネット
接続」に分類するという分類ルールが成立する。
【００４６】
　なお、重要語は、任意の数設定することができる。また、すべての重要語がそろった場
合、もしくは、いずれかの重要語がそろった場合にルール成立とするかも設定することが
できる。以下では、設定された重要語がすべてそろった場合にルールが成立するとして説
明する。
【００４７】
　業務別分類部１３１は、上記のような分類ルールに従って、インシデントの問合せ内容
または回答内容のテキストデータと重要語とを照合し、一致するものがあれば、そのイン
シデントを大カテゴリ名に分類し、業務別インシデントを生成する。
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【００４８】
　図７は、本実施の形態の業務別インシデントの一例を示した図である。業務別インシデ
ント５２０は、インシデントＩＤに関連付けられて、作成開始日時、作成終了日時、問合
せ語リスト、回答語リスト及び業務（大カテゴリ）の各フィールドを有する。作成開始日
時及び作成終了日時フィールドは、インシデント５００の作成開始日時フィールド５０１
、作成終了日時フィールド５０２と同じである。問合せ語リストフィールド５２１には、
インシデント５００の問合せ内容フィールド５０３から検索された重要語と、その回数の
リストデータが格納される。同様に、回答語リストフィールド５２２には、インシデント
５００の回答内容フィールド５０４から検索された重要語と、その回数のリストデータが
格納される。業務（大カテゴリ）フィールド５２３には、分類ルールに従って規定される
大カテゴリ名（業務名）が格納される。たとえば、インシデントＩＤ「５２３０００１」
の場合、問合せ語リストフィールド５２１から、重要語「インターネット」が1回、重要
語「接続」が1回検出されたことがわかり、回答語リストフィールド５２２から、重要語
「ＬＡＮケーブル」が２回、重要語「接続」が３回検出されたことがわかる。そして、業
務（大カテゴリ）フィールド５２３から、業務は「インターネット接続」に分類されるこ
とがわかる。なお、以上の説明では、業務別インシデント５２０とインシデント５００と
を別ファイルとするとしているが、同一ファイルで構成されていてもよい。これは、以下
の処理において作成されるインシデントＩＤに関連付けて格納されるファイルにおいても
同様である。
【００４９】
　ここで、業務別分類部１３１の処理手順について説明する。図８は、実施の形態の業務
別分類部の処理手順を示したフローチャートである。
　［ステップＳ１１］　分類ルールＤＢ１２２から、全部の分類ルールが読込まれる。分
類ルールは、図６に示したように、重要語と、重要語に対応する大カテゴリ名が設定され
ている。
【００５０】
　［ステップＳ１２］　インシデントＤＢ１２１から、所定の期間に作成されたインシデ
ントを検索し、存在すればこれを読込む。オペレータが指定された場合、指定されたオペ
レータに関するインシデントが選択して読込まれる。インシデントには、インシデントＩ
Ｄ、作成開始日時、作成終了日時、問合せ内容（テキスト）及び回答内容（テキスト）の
各フィールドにデータが設定されている。
【００５１】
　［ステップＳ１３］　該当するインシデントが存在し、インシデントの読込みが成功し
たかどうかを判定する。成功しなかった（該当するインシデントがない）場合、処理を終
了する。
【００５２】
　［ステップＳ１４］　読込まれたインシデントの問合せ内容フィールドのテキストデー
タと、分類ルールに設定された重要語とを照合し、一致した重要語とその回数を算出し、
問合せ語リストを作成する。同様に、インシデントの回答語内容フィールドのテキストデ
ータと、重要語とを照合し、一致した重要語とその回数を算出し、回答語リストを作成す
る。
【００５３】
　［ステップＳ１５］　分類ルールを適用し、このインシデントについて作成された問合
せ語リストと回答語リストに設定された重要語に対応する業務（大カテゴリ）を設定する
。
【００５４】
　［ステップＳ１６］　インシデントから読込まれたインシデントＩＤ、作成開始日時及
び作成終了日時と、ステップＳ１４で作成された問合せ語リスト及び回答語リストと、ス
テップＳ１５で作成された業務（大カテゴリ）を業務別インシデント５２０に出力し、ス
テップＳ１２の処理に戻る。
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【００５５】
　以上の処理手順により、インシデントが大カテゴリ（業務別）に分類され、業務別イン
シデントが生成される。続いて、階層型クラスタリング部１３２が起動される。
　［階層型クラスタリング部及び外乱弁別部の処理］
　階層型クラスタリング部１３２は、外乱弁別部１３３によってインシデントから外乱要
因を分離するための前処理を行う。このように、階層型クラスタリング部１３２と外乱弁
別部１３３とは、関連性が高いので、以下、まとめて説明する。
【００５６】
　まず、外乱要因について詳細に説明する。
　図９は、問合せの内容とその量的な推移の一例を示した図である。図の横軸は、月を表
し、縦軸は、その月に受付けたカテゴリごとの件数を示している。
【００５７】
　上記の説明では、外乱を一過性の要素が強い問合せ、すなわち、問合せ件数の変動が大
きく、１ヶ月または２ヶ月などの短い期間で収束した後は、ほとんど発生しないような問
合せを指すとした。たとえば、図の例では、カタログ請求６０１や製品操作に関する問合
せ（図では、製品操作６０２）などは、月によって件数に変動がないのに対し、ブラスタ
ーウィルス（Blaster Virus）についての問合せ６０３は、月ごとに件数が変動している
。１月から問合せ件数が増加し、２月に最大件数に達した後は収束に向かい、５月には問
合せ件数がほぼ０になっている。また、メリッサウィルス（Melissa Virus）についての
問合せ６０４は、２月から始まり４月に最大となって、その後は収束している。また、ウ
ィルス対策の他にも、不具合（ハードウェアの問題やセキュリティホールなど）が公開さ
れると、これに対する問合せなどが同様の変化をする。
【００５８】
　階層型クラスタリング部１３２では、インシデントが期間変動の少ない共通情報である
か、期間変動の大きい外乱情報であるかを判別するため、初期状態としてそれぞれのイン
シデントをクラスタとし、類似するクラスタを逐次結合して階層型クラスタを形成する処
理を行う。階層型クラスタリング処理について説明する。
【００５９】
　図１０は、本発明の実施の形態の階層型クラスタリング処理を示した図である。
　クラスタ処理の開始時、すなわち初期化時には、クラスタは、１つのインシデントから
構成される。図の例では、最下層のインシデントＡ（６１１）、インシデントＢ（６１２
）、インシデントＣ（６１３）、インシデントＤ（６１４）、インシデントＥ（６１５）
、インシデントＦ（６１６）、インシデントＧ（６１７）、インシデントＨ（６１８）及
びインシデントＩ（６１９）が各々１つのクラスタを形成している。
【００６０】
　階層型クラスタリング処理の開始により、定義された類似度に従って、２クラスタ間の
類似度が算出される。そして、類似度が最も大きい２クラスタ同士が結合される。図の例
では、インシデントＢ（６１２）とインシデントＣ（６１３）との間の類似度が最も大き
いので結合され、クラスタ１１（６２１）が生成される。２つのクラスタが結合されるご
と、停止条件が成立したかどうかが判定される。ここでは、停止条件が成立せず、続けて
クラスタ処理が行われる。たとえば、順に、インシデントＤ（６１４）とインシデントＥ
（６１５）が結合されてクラスタ１２（６２２）が生成され、インシデントＨ（６１８）
とインシデントＩ（６１９）が結合され、クラスタ１３（６２３）が生成される。そして
、インシデントＡ（６１１）とクラスタ１１（６２１）が結合され、クラスタ２１（６３
１）が生成される。同様にして、クラスタ１２（６２２）とインシデントＦ（６１６）か
らクラスタ２２（６３２）が生成され、クラスタ１３（６２３）とインシデントＧ（６１
７）からクラスタ２３（６３３）が生成される。そして、最後に、クラスタ２１（６３1
）とクラスタ２２（６３２）が結合され、クラスタ３１（６４１）が生成された時点で停
止条件が成立し、クラスタ処理が停止する。
【００６１】
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　こうして生成されたクラスタは、たとえば、クラスタ３１（６４１）は、クラスタ２１
（６３１）とクラスタ２２（６３２）を含み、そのクラスタ２１（６３１）はクラスタ１
１（６２１）を含むというように、階層構造を有する。
【００６２】
　ここで、外乱分離のためのクラスタ類似度の定義及び停止条件について説明する。本実
施の形態では、外乱分離のためのクラスタ類似度の定義として、任意の２クラスタを結合
したときの期間ごとのインシデント数の割合に基づく類似度と、任意の２クラスタのイン
シデントの内容の類似度の２種類を組み合わせて定義する。
【００６３】
　第１の、任意の２クラスタを結合したときの期間ごとのインシデント数の割合に基づく
類似度について説明する。上述のように、インシデントは、所定の期間内に作成されてい
る。そこで、所定の期間を２分割し、前半期間分と後半期間分とに分け、クラスタを結合
したときに前半期間分のインシデントの数と後半期間分のインシデントの数の割合に基づ
き類似度Ｆ１を定義する。すなわち、　
　Ｆ１＝｜（前半期間のインシデントの割合）－（後半期間のインシデントの割合）｜
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（１）
により算出する。
【００６４】
　第２の、任意の２クラスタのインシデントの内容の類似度について説明する。任意の２
クラスタを結合する際、各クラスタに属するインシデントのうち、１ずつ任意に選んだイ
ンシデントの間で内容の類似度が算出し、最小の類似度をＦ２とする。このとき、インシ
デント間の内容の類似度は、問合せ内容に格納された語リスト同士、もしくは回答内容に
格納された語リストを含めたリストの類似度(ベクトル類似度)で算出する。
【００６５】
　上記のようにして得られる、クラスタを結合した場合の前半期間と後半期間のインシデ
ント数の割合の差の絶対値であるＦ１と、各クラスタのインシデント間の最小の類似度Ｆ
２を用いてクラスタ間類似度が定義される。クラスタ間類似度は、
　クラスタ間類似度＝ｗ１×（１－Ｆ１）＋ｗ２×Ｆ２　　　　　　　　・・・（２）
となる。ここで、ｗ１、ｗ２は適当な重み係数である。
【００６６】
　式（２）の前半から、前半期間分と後半期間分のインシデント数の差が小さくなるほど
、すなわち、前半期間分と後半期間分のインシデント数が同程度であるほどクラスタ間類
似度が高くなることがわかる。同様に、式（２）の後半から、２つのクラスタの任意のイ
ンシデント間の内容の最小類似度の値が高いほどクラスタ間類似度が高くなることがわか
る。
【００６７】
　次に、停止条件について説明する。クラスタリング処理では、初期化時に同数であった
クラスタのインシデントの数は、処理が進むごとにクラスタの数が減少し、クラスタに属
するインシデント数は増加していく。また、クラスタ間の類似度の最も高い２つのクラス
タ間から結合を行っていくため、結合の際に類似度の値は、処理が進むごとに小さくなっ
ていく。そこで、停止条件として、結合するクラスタ間の類似度の最小値、または、クラ
スタ内のインシデント数の最大値などを決めておく。両方を停止条件とすることもできる
。
【００６８】
　以上のクラスタ間類似度と停止条件の定義に基づき、階層型クラスタリング部１３２は
、式（２）のクラスタ間類似度によって、クラスタのインシデントの内容が類似するクラ
スタが、前半期間分と後半期間分のインシデント数が同程度となるようにクラスタリング
されていく。そして、結合するクラスタ間の類似度が停止条件に規定される最小値に達し
た場合、または生成されたクラスタ内にインシデント数が停止条件に規定される最大値に
達した場合には、停止条件が成立したと判定し、クラスタリング処理を停止する。



(13) JP 4260128 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

【００６９】
　こうして、図１０に示したように、類似するインシデントがまとめられた小カテゴリが
生成される。
　本実施の形態では、このようにして作成された小カテゴリが外乱情報であるかどうかを
弁別するため、小カテゴリのインシデントの前半期間分と後半期間分のインシデント数の
割合に着目する。すなわち、小カテゴリの生成の際には、前半期間分と後半期間分のイン
シデント数が同じ程度となるようにクラスタリングされるが、それにもかかわらず、前半
期間分と後半期間分のインシデント数に差が大きい場合、この小カテゴリは、期間変動の
大きい外乱情報であると弁別する。差が小さい場合には、共通情報と弁別する。なお、そ
の弁別の基準は、弁別スレッショルドとして、たとえば、式（１）で表されるＦ１の最大
値で規定する。
【００７０】
　以下の説明では、所定の期間を前月と今月に渡る２ヶ月間とし、前半期間分は前月分、
後半期間分は今月分として説明する。
　図１１は、本実施の形態のクラスタリング結果の一例を示した図である。図では、小カ
テゴリに属するインシデントが前月に作成されたものであるか、今月に作成されたもので
あるかにより、小カテゴリ内のインシデントを分類している。
【００７１】
　小カテゴリＣ１（７１１）は、前月分７１１ａと今月分７１１ｂのインシデント数が同
じ程度の件数であり、前月と今月でインシデント数に変化が少ないことがわかる。同様に
、小カテゴリＣ２（７１２）及び小カテゴリＣ３（７１３）も同様に、インシデント数が
同じ程度で前月と今月での変化が少ないことがわかる。このように、前月分と今月分のイ
ンシデント数が同程度で変化の少ないものは、共通の内容７１０に分類する。
【００７２】
　一方、小カテゴリＰ（７２１）は、前月分７２１ａに対し、今月分７２１ｂのインシデ
ント数が少ない。すなわち、今月に入ってインシデント数が少なくなっており、今後さら
に発生インシデントが減少すると予測される。このように、前月分に対し今月分のインシ
デント数が少ないものは今後消滅すると予測され、今後消滅する内容７２０に分類する。
【００７３】
　また、小カテゴリＴ（７３０）は、前月分７３１ａに対し、今月分７３１ｂのインシデ
ント数が多い。すなわち、今月に入ってインシデント数が増加しており、今月になって出
現回数が増したインシデントであることがわかる。このように、前月分に対し今月分のイ
ンシデント数が多いものは、今月出現した内容７３０に分類する。
【００７４】
　このように、前月分と今月分のインシデント数の変化が少なく、共通の内容７１０に分
類される小カテゴリは共通情報に弁別される。一方、前月分の今月分のインシデント数の
変化が大きく、今後消滅する内容７２０または今月出現した内容７３０に分類される小カ
テゴリは外乱情報に弁別される。得られた弁別結果は、外乱弁別部出力情報として出力さ
れる。
【００７５】
　図１２は、本実施の形態の外乱弁別部の出力情報の一例を示した図である。外乱弁別部
出力情報５３０は、インシデントＩＤに関連付けられて、作成開始日時、作成終了日時、
業務、小カテゴリ及び外乱弁別結果の各フィールドを有する。作成開始日時、作成終了日
時及び業務フィールドは、業務別インシデント５２０の各フィールドと同じ内容である。
業務フィールド５３１は、業務別インシデント５２０の業務（大カテゴリ）フィールド５
２３と同じ内容で、インシデントが分類された業務を示している。図の例では、「リカバ
リー」が割当てられている。
【００７６】
　小カテゴリフィールド５３２は、階層型クラスタリング部１３２によるクラスタリング
処理により、インシデントが組込まれた小カテゴリ名を示している。また、外乱弁別結果
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フィールド５３３は、外乱弁別部１３３が各小カテゴリの前半期間分と後半期間分のイン
シデント数がほぼ同じである（平衡）と弁別したか、インシデント数が異なる（外乱）と
弁別したかの結果を示している。なお、平衡は、小カテゴリのインシデントが共通情報で
あることを示す。一方、外乱は、小カテゴリのインシデントが外乱情報であることを示す
。図の例では、インシデントＩＤ「４９５０１０１」のインシデントは、小カテゴリ「Ｃ
ＡＴ００５２３」に属し、この小カテゴリは「平衡」であることが示されている。同様に
、インシデントＩＤ「４９５０１０４」のインシデントの属する小カテゴリ「ＣＡＴ００
０１２」は「平衡」に弁別されている。一方、インシデントＩＤ「４９５２９２３」のイ
ンシデントの属する小カテゴリ「ＣＡＴ０１００３」と、インシデントＩＤ「４９５３０
７９」のインシデントの属する小カテゴリ「ＣＡＴ００１７３」は、「外乱」に弁別され
ている。
【００７７】
　ここで、階層型クラスタリング部１３２及び外乱弁別部１３３による外乱分離処理の手
順について説明する。図１３は、実施の形態の外乱分離処理の手順を示したフローチャー
トである。
【００７８】
　［ステップＳ２１］　クラスタリングＤＢ１２３から類似度の定義と停止条件を取込む
。類似度は、式（２）のように、任意の２クラスタ間を結合したときの前半期間と後半期
間のインシデント数の割合Ｆ１と、任意の２クラスタのインシデント内容の類似度Ｆ２に
よって定義される。また、停止条件は、生成されたクラスタ内のインシデント数の最大値
、結合するクラスタ間類似度の最小値などによって定義される。
【００７９】
　［ステップＳ２２］　業務別インシデント全体を取込む。初期状態として、クラスタは
、それぞれのインシデントで構成されている。
　［ステップＳ２３］　式（２）に示したクラスタ間類似度に基づき、最も類似した２ク
ラスタを結合する。これにより、前半期間のインシデントの割合と後半期間のインシデン
トの割合がほぼ同等で、かつ、インシデントの内容の類似度の高い２つのクラスタが結合
される。
【００８０】
　［ステップＳ２４］　ステップＳ２３によって２つのクラスタ間が結合されたことによ
り、停止条件が成立したかどうかを判定する。すなわち、生成されたクラスタ内のインシ
デント数が最大値を超えたか、または、結合するクラスタ間の類似度の最小値に達した場
合には、停止と判定する。停止と判定されない場合は、処理をステップＳ２３へ戻し、次
のクラスタリング処理を実行する。
【００８１】
　［ステップＳ２５］　停止と判定された場合は、外乱弁別ＤＢ１２４から外乱スレッシ
ョルドを取込む。外乱スレッショルドは、外乱と見なすＦ１（前半期間のインシデントの
割合と後半期間のインシデントの割合の差の絶対値）が設定されている。
【００８２】
　［ステップＳ２６］　最終的に作成されたクラスタについて、そのＦ１の値とステップ
Ｓ２５で取得した弁別スレッショルドを比較し、外乱を弁別する。そのクラスタのＦ１の
値が弁別スレッショルドを超えていた場合は「外乱」状態でそのインシデントは外乱情報
、超えていない場合は「平衡」状態でそのインシデントは共通情報と判定する。
【００８３】
　［ステップＳ２７］　ステップＳ２６の外乱弁別結果に基づいて、外乱弁別部出力情報
５３０を作成し、出力する。
　以上の処理手順が実行されることにより、業務別のインシデントから類似するインシデ
ントを逐次結合する階層型クラスタ処理が行われる。そして、最終的に得られたクラスタ
（小カテゴリ）が外乱であるかどうかが弁別スレッショルドに基づき弁別される。続いて
、スキル推定部１３４と外乱解析部１３５が起動される。
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【００８４】
　［スキル推定部の処理］
　スキル推定部１３４は、外乱弁別部１３３によって共通情報と弁別された小カテゴリの
インシデント（共通インシデント）を用いてオペレータごとの業務スキルを算出する。
【００８５】
　オペレータごとの業務スキルは、対象のオペレータに関し、業務ごとに、小カテゴリが
共通情報と弁別されたインシデントを用いて業務スキルを算出する。業務スキルレベルは
、
　オペレータのスキルレベル＝１００×（オペレータの生産性）／（生産性の基準値）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（３）
と定義することができる。たとえば、オペレータの生産性を所定の期間に処理した件数と
すると、対象のオペレータについて作成された外乱弁別部出力情報（図１２参照）の業務
フィールドが同じインシデントのうち、外乱弁別結果が「平衡」と弁別された件数をカウ
ントし、オペレータの処理件数とする。これと基準となる件数値とを式（３）に適用し、
オペレータスキルレベルを算出する。このとき、必要に応じて、たとえばインシデント記
録時に算出されている電話対応時間などを加味し、オペレータスキルレベルを算出する。
算出されたオペレータのスキルレベルは、オペレータスキル表として出力し、業務スキル
ＤＢ１２５に格納する。
【００８６】
　図１４は、本実施の形態のオペレータスキル表の一例を示した図である。
　オペレータスキル表５４０は、オペレータごとに、業務別のオペレータスキルレベルが
格納されている。図の例では、業務別に、会員管理、インターネットの接続、リカバリー
、苦情などのフィールドが用意されている。会員管理フィールド５４１は、新規加入の登
録処理や、契約解除に関する処理など、会員管理処理に関する業務スキルレベルが格納さ
れる。インターネットの接続フィールド５４２では、インターネットが繋がらないなどの
、インターネット接続に関する問合わせの対応処理に関する業務スキルレベルが格納され
る。リカバリーフィールド５４３では、顧客からのリカバリー操作の問合せの対応処理に
関する業務スキルレベルが格納される。苦情フィールド５４４には、顧客からの苦情への
対応に関する業務スキルレベルが格納される。
【００８７】
　図では、１００が通常のオペレータ生産性を示しており、たとえば、オペレータＡに関
しては、「会員管理」は「１００」の通常レベルであるが、「インターネットの接続」は
「１６０」、「リカバリー」は１２０及び「苦情」は「１８０」であり、通常レベルを上
回るスキルレベルを有していることがわかる。同様に、オペレータＢは、「会員管理」と
「リカバリー」は１００で通常レベルであるが、「インターネット接続」は「８０」、「
苦情」は「７０」と通常より下のレベルであることがわかる。
【００８８】
　このようにして得られた結果は、外乱を分離した共通情報によって得られた情報であり
、これにより正確なオペレータの業務スキルレベルが把握される。このようなオペレータ
スキル表５４０に基づき、たとえば、「インターネット接続」や「苦情」などは、オペレ
ータＡに振り分けるようにすれば、生産性があがることがわかる。また、オペレータＢに
は、「インターネット接続」や、「苦情」に対する対応の教育が必要なことがわかる。
【００８９】
　［外乱解析部の処理］
　外乱解析部１３５は、外乱弁別部１３３の出力した外乱弁別部出力情報を取込み、外乱
の解析と、外乱影響度を算出する。
【００９０】
　外乱解析として、外乱弁別部出力情報（図１２）において、外乱弁別結果が「外乱」と
判定された小カテゴリを分析すれば、どのようなインシデントが外乱情報と弁別されたの
かがわかる。小カテゴリは階層型クラスタリング処理によって自動的に作成されるが、た
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とえば、該当する小カテゴリに属するインシデントのインシデントＩＤに基づき、業務別
インシデント（図７）の問合せ語リストや回答語リストを検索すれば、共通する重要語が
判別し、そこから小カテゴリの内容がわかる。一例として、ウィルス名が共通の重要語と
して検出されれば、これはそのウィルスに関する問合せのインシデントであることがわか
る。
【００９１】
　次に、外乱影響度の算出についてオペレータのスキル成長の算出時の外乱の影響度算出
を例にとり説明する。
　まず、オペレータのスキル成長度と外乱の影響について説明する。図１５は、本実施の
形態におけるオペレータのスキル成長度と外乱の影響を説明する図である。
【００９２】
　図で、前月度データ８１０は、対象のオペレータに関する前月度のすべてのインシデン
トを表しており、共通部分８１１は、外乱弁別部１３３によって共通情報と弁別されたイ
ンシデントを表す。同様に、今月度データ８２０は、対象のオペレータに関する今月度の
すべてのインシデントを表しており、共通部分８２１は、共通情報と弁別されたインシデ
ントを表す。なお、図のｐ（割合）は、共通部分８１１が前月度データ８１０に占める割
合であり、ｑ（割合）は、共通部分８２１が今月度データ８２０に占める割合である。
【００９３】
　また、前月度データ８１０の共通部分８１１から算出した生産性Ｐ0に対し、外乱の影
響を受けた生産性を相対生産性ａとする。このとき、前月の生産性は、
　前月の生産性＝｛ｐ＋（１－ｐ）×ａ｝×Ｐ0　　　　　　　　　　　　・・・（４）
と表すことができる。
【００９４】
　同様に、今月度データ８２０の共通部分８２１から算出した生産性Ｐ1に対し、外乱の
影響を受けた生産性を相対生産性ｂとすると、今月の生産性は、
　今月の生産性＝｛ｑ＋（１－ｑ）×ｂ｝×Ｐ1　　　　　　　　　　　　・・・（５）
と表すことができる。
【００９５】
　ここで、真のオペレータのスキル成長度は、外乱部分を除いた共通部分より得られる。
すなわち、真のスキル成長度ｃは、Ｐ1／Ｐ0によって算出されるが、外乱の影響を受けた
見かけ上のスキルの成長度は、単に前月度の全体の生産性と、今月度の全体の生産性の比
で算出される。したがって、真のスキル成長度に対し、外乱が影響を与えた見かけ上のス
キル成長度は、
　見かけ上のスキル成長度＝ｃ×｛ｑ＋（１－ｑ）×ｂ｝÷｛ｐ＋（１－ｐ）×ａ｝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・（６）
で算出することができる。この真の成長度ｃの乗数となる｛ｑ＋（１－ｑ）×ｂ｝÷｛ｐ
＋（１－ｐ）×ａ｝の部分が外乱の影響度となる。
【００９６】
　このようにして、外乱の影響度を算出することができる。なお、本実施の形態では、外
乱影響表を算出する際、外乱の影響度を次のように定義する。
　外乱の影響度＝｛ｑ＋（１－ｑ）×ｂ｝÷｛ｐ＋（１－ｐ）×ａ｝－１・・・（７）
これは、外乱の影響度をわかりやすくするため、真の値との差分（正負の方向を含めて）
を算出するための処理を付加した式である。外乱解析部１３５は、式（７）により外乱影
響度を算出し、外乱影響表を作成する。
【００９７】
　図１６は、本実施の形態の外乱解析部の外乱影響表の一例を示した図である。
　外乱影響表５５０は、業務別に、上記の説明の各パラメータと、式（７）により算出さ
れる外乱の影響度が格納される。ａ（前月相対生産性）フィールド５５１には、外乱部分
の前月の共通部分に対する相対生産性が格納される。ｐ（前月共通部分割合）フィールド
５５２には、前月の共通部分の占める割合が格納される。ｂ（今月相対生産性）フィール
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ド５５３には外乱部分の今月の共通部分に対する相対生産性が格納される。ｑ（今月共通
部分割合）フィールド５５４には、今月の共通部分の占める割合が格納される。外乱の影
響度フィールド５５５には、式（７）により算出される業務別の外乱の影響度が格納され
る。
【００９８】
　図の例では、「会員管理」は、「ａ（前月相対生産性）」が０．８、「ｐ（前月共通部
分割合）」が０．７、「ｂ（今月相対生産性）」が０．８５、「ｑ（今月共通部分割合）
」が０．８であるので、式（７）に基づき、外乱の影響度として「＋３％」が算出される
。
【００９９】
　ここで、外乱解析部１３５の処理手順について説明する。図１７は、実施の形態の外乱
解析部の処理手順を示したフローチャートである。
　［ステップＳ３１］　外乱弁別部１３３の出力全体を取込む。すなわち、すべての業務
の外乱弁別部出力情報５３０を読込む。
【０１００】
　［ステップＳ３２］　業務ごとに、所定の期間を２分割した前半の期間（前期間）にお
ける外乱の影響を受けたインシデントを用いて生産性（前期間相対生産性）を算出する。
　［ステップＳ３３］　業務ごとに、前期間の外乱を除いた共通部分のインシデントが前
期間のすべてのインシデントに占める割合（前期間共通部分の割合）を算出する。
【０１０１】
　［ステップＳ３４］　業務ごとに、所定の期間を２分割した後半の期間（今期間）にお
ける外乱の影響を受けたインシデントを用いて生産性（今期間相対生産性）を算出する。
　［ステップＳ３５］　業務ごとに、今期間の外乱を除いた共通部分のインシデントが今
期間のすべてのインシデントに占める割合（今期間共通部分の割合）を算出する。
【０１０２】
　［ステップＳ３６］　ステップＳ３２からステップＳ３５によって算出された各パラメ
ータを式（７）に適用して、外乱の影響度を算出する。
　［ステップＳ３７］　業務ごとに算出された各パラメータ及び外乱の影響度によって外
乱影響表を作成して、出力する。
【０１０３】
　以上の処理手順が実行されることにより、外乱解析部１３５が業務ごとに外乱の影響度
を算出し、外乱影響表として出力する。
　これにより、外乱がそれぞれの業務の生産性に与えた影響を知ることができる。
【０１０４】
　なお、上記の処理機能は、コンピュータによって実現することができる。その場合、業
務スキル推定装置が有すべき機能の処理内容を記述したプログラムが提供される。そのプ
ログラムをコンピュータで実行することにより、上記処理機能がコンピュータ上で実現さ
れる。処理内容を記述したプログラムは、コンピュータで読み取り可能な記録媒体に記録
しておくことができる。コンピュータで読み取り可能な記録媒体としては、磁気記録装置
、光ディスク、光磁気記録媒体、半導体メモリなどがある。磁気記録装置には、ハードデ
ィスク装置（ＨＤＤ）、フレキシブルディスク（ＦＤ）、磁気テープなどがある。光ディ
スクには、ＤＶＤ(Digital Versatile Disc)、ＤＶＤ－ＲＡＭ(Random Access Memory)、
ＣＤ－ＲＯＭ(Compact Disc Read Only Memory)、ＣＤ－Ｒ(Recordable)／ＲＷ(ReWritab
le)などがある。光磁気記録媒体には、ＭＯ(Magneto-Optical disk)などがある。
【０１０５】
　プログラムを流通させる場合には、たとえば、そのプログラムが記録されたＤＶＤ、Ｃ
Ｄ－ＲＯＭなどの可搬型記録媒体が販売される。また、プログラムをサーバコンピュータ
の記憶装置に格納しておき、ネットワークを介して、サーバコンピュータから他のコンピ
ュータにそのプログラムを転送することもできる。
【０１０６】



(18) JP 4260128 B2 2009.4.30

10

20

30

40

50

　プログラムを実行するコンピュータは、たとえば、可搬型記録媒体に記録されたプログ
ラムもしくはサーバコンピュータから転送されたプログラムを、自己の記憶装置に格納す
る。そして、コンピュータは、自己の記憶装置からプログラムを読み取り、プログラムに
従った処理を実行する。なお、コンピュータは、可搬型記録媒体から直接プログラムを読
み取り、そのプログラムに従った処理を実行することもできる。また、コンピュータは、
　サーバコンピュータからプログラムが転送される毎に、逐次、受け取ったプログラムに
従った処理を実行することもできる。
【０１０７】
　（付記１）　顧客対応の時間情報および対応内容を応答記録として入力し、前記応答記
録に基づいてオペレータの業務に関するスキルを推定する処理を行う業務スキル推定プロ
グラムにおいて、
　コンピュータを、
　所定の期間の前記応答記録を入力すると、業務内容に応じて前記応答記録を分類する分
類ルールを用いて入力した前記応答記録を前記業務内容に応じた大カテゴリに分類する大
カテゴリ分類手段、
　前記大カテゴリ分類手段によって分類された前記大カテゴリごとに、予め設定された類
似度の定義に従って前記大カテゴリに属する前記応答記録間の類似度を算出し、前記類似
度の高い前記応答記録をまとめて小カテゴリを生成する小カテゴリ生成手段、
　前記小カテゴリ生成手段によって生成された前記小カテゴリごとに、前記小カテゴリに
属する前記応答記録が期間的変動の少ない共通情報または期間的変動の大きい外乱情報の
いずれであるかを弁別する外乱弁別手段、
　前記大カテゴリごとに、前記外乱弁別手段によって前記共通情報と弁別された共通応答
記録を用いてオペレータの業務スキルを推定するスキル推定手段、
　として機能させることを特徴とする業務スキル推定プログラム。
【０１０８】
　（付記２）　前記小カテゴリ生成手段を、階層型クラスタリングによって、
　前記階層化クラスタリングに用いる類似度の定義に基づき、少なくとも１つの応答記録
を含むクラスタのうちその時点で最も類似度の高い２つ前記クラスタを結合して新たな前
記クラスタを生成することによって前記クラスタの階層構造を構築する階層構築手段、
　所定の停止条件に基づき、前記階層構築手段による前記階層構造の構築処理を停止させ
るタイミングを監視し、前記所定の停止条件の成立によって前記構築処理を停止させ、前
記階層構造を確定させる停止判定手段、
　として機能させることを特徴とする付記１記載の業務スキル推定プログラム。
【０１０９】
　（付記３）　前記階層構築手段では、
　任意の２つのクラスタを結合したときに前記所定の期間を２分割した前半の分割期間に
作成された前記応答記録の数の割合と、後半の分割期間に作成された前記応答記録の数の
割合との差の絶対値に基づく類似度と、任意の２つの前記クラスタに属する任意の２つの
前記応答記録の前記対応内容の類似度を定義し、前記類似度の定義に従って、最も類似す
る２つのクラスタを結合して新たな前記クラスタを生成する、
　処理を実行させることを特徴とする付記２記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１０】
　（付記４）　前記類似度の定義では、
　前記前半の分割期間に作成された前記応答記録の数の割合と、前記後半の分割期間に作
成された前記応答記録の数の割合との差の絶対値が小さいほど前記類似度が高くなるよう
に定義される、
　ことを特徴とする付記３記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１１】
　（付記５）　前記類似度の定義では、
　任意の２つの前記応答記録の前記対応内容に含まれる語の類似度を算出し、２つの前記
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応答記録の間の最小の類似度が最も高いほど前記類似度が高くなるように定義される、
　ことを特徴とする付記３記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１２】
　（付記６）　前記停止判定手段では、
　前記階層構築手段によって作成される前記クラスタに含まれる前記応答記録の数の最大
値、または結合する２つの前記クラスタ間の前記類似度の最小値、のいずれか１つ、もし
くは双方が設定された前記停止条件について、前記クラスタが生成されるごとに条件が成
立したかどうかを判定する、
　処理を実行させることを特徴とする付記２記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１３】
　（付記７）　前記大カテゴリ分類手段では、
　前記業務内容に応じて前記応答記録に出現すると予測される重要語と、前記重要語に対
応する大カテゴリ名とを関連付けた前記分類ルールに基づき、前記応答記録に含まれる前
記重要語を検索し、検出された前記重要語に応じて前記大カテゴリ名を前記応答記録に割
当てて分類を行う、
　処理を実行させることを特徴とする付記１記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１４】
　（付記８）　前記大カテゴリ分類手段では、
　前記応答記録のうち、問合せに関する内容を記録した問合せ内容部、回答に関する内容
を記録した回答内容部、または前記問合せ内容部及び前記回答内容部のいずれかを検索範
囲として前記重要語を検索する、
　処理を実行させることを特徴とする付記７記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１５】
　（付記９）　コンピュータを、さらに、
　前記外乱弁別手段によって前記外乱情報または前記共通情報に弁別された前記応答記録
を用いて、前記オペレータの業務スキルの生産性に前記外乱が及ぼした影響度を算出する
外乱解析手段、
　として機能させることを特徴とする付記１記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１６】
　（付記１０）　前記外乱解析手段では、
　前記共通情報に弁別された前記共通応答記録のうち、前記所定の期間を２分割した前半
の分割期間における外乱に影響された相対生産性と、後半の分割期間における外乱に影響
された相対生産性と、前記前半の分割期間における前記共通応答記録が前記応答記録に占
める割合と前記後半の分割期間における前記共通応答記録が前記応答記録に占める割合と
に基づき、外乱の影響度を算出する、
　処理を実行させることを特徴とする付記９記載の業務スキル推定プログラム。
【０１１７】
　（付記１１）　顧客対応の時間情報および対応内容を応答記録として入力を受付け、前
記応答記録に基づきオペレータの業務に関するスキルを推定する業務スキル推定装置にお
いて、
　所定の期間の前記応答記録を入力すると、業務内容に応じて前記応答記録を分類する分
類ルールを用いて入力した前記応答記録を前記業務内容に応じた大カテゴリに分類する大
カテゴリ分類手段と、
　前記大カテゴリ分類手段によって分類された前記大カテゴリごとに、予め設定された類
似度の定義に従って前記大カテゴリに属する前記応答記録間の類似度を算出し、前記類似
度の高い前記応答記録をまとめて小カテゴリを生成する小カテゴリ生成手段と、
　前記小カテゴリ生成手段によって生成された前記小カテゴリごとに、前記小カテゴリに
属する前記応答記録が期間的変動の少ない共通情報または期間的変動の大きい外乱情報の
いずれであるかを弁別する外乱弁別手段と、
　前記大カテゴリごとに、前記外乱弁別手段によって前記共通情報と弁別された共通応答
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記録を用いてオペレータの業務スキルを推定するスキル推定手段と、
　を具備することを特徴とする業務スキル推定装置。
【０１１８】
　（付記１２）　顧客対応の時間情報および対応内容を応答記録として入力を受付け、前
記応答記録に基づきオペレータの業務に関するスキルを推定する業務スキル推定方法にお
いて、
　所定の期間の前記応答記録を入力すると、大カテゴリ分類手段が、業務内容に応じて前
記応答記録を分類する分類ルールを用いて入力した前記応答記録を前記業務内容に応じた
大カテゴリに分類し、
　前記大カテゴリ分類手段によって分類された前記大カテゴリごとに、小カテゴリ生成手
段が、予め設定された類似度の定義に従って前記大カテゴリに属する前記応答記録間の類
似度を算出し、前記類似度の高い前記応答記録をまとめて小カテゴリを生成し、
　前記小カテゴリ生成手段によって生成された前記小カテゴリごとに、外乱弁別手段が、
前記小カテゴリに属する前記応答記録が期間的変動の少ない共通情報または期間的変動の
大きい外乱情報のいずれであるかを弁別し、
　前記大カテゴリごとに、スキル推定手段が、前記共通情報と弁別された共通応答記録を
用いてオペレータの業務スキルを推定する、
　手順を有することを特徴とする業務スキル推定方法。
【図面の簡単な説明】
【０１１９】
【図１】実施の形態に適用される発明の概念図である。
【図２】本発明の実施の形態の業務スキル推定システムの構成図である。
【図３】本実施の形態の業務スキル推定装置のハードウェア構成例を示すブロック図であ
る。
【図４】本実施の形態のオペレータ端末装置の顧客対応情報設定画面の一例を示した図で
ある。
【図５】本実施の形態の業務別分類部が参照するインシデントの一例を示した図である。
【図６】本実施の形態の分類ルールの一例を示した図である。
【図７】本実施の形態の業務別インシデントの一例を示した図である。
【図８】実施の形態の業務別分類部の処理手順を示したフローチャートである。
【図９】問合せの内容とその量的な推移の一例を示した図である。
【図１０】本発明の実施の形態の階層型クラスタリング処理を示した図である。
【図１１】本実施の形態のクラスタリング結果の一例を示した図である。
【図１２】本実施の形態の外乱弁別部の出力情報の一例を示した図である。
【図１３】実施の形態の外乱分離処理の手順を示したフローチャートである。
【図１４】本実施の形態のオペレータスキル表の一例を示した図である。
【図１５】本実施の形態におけるオペレータのスキル成長度と外乱の影響を説明する図で
ある。
【図１６】本実施の形態の外乱解析部の外乱影響表の一例を示した図である。
【図１７】実施の形態の外乱解析部の処理手順を示したフローチャートである。
【符号の説明】
【０１２０】
　１　大カテゴリ分類手段
　２　小カテゴリ生成手段
　３　外乱弁別手段
　４　スキル推定手段
　５　外乱解析手段
　１０ａ、１０ｂ、１０ｃ　インシデント
　２０　業務別インシデント
　３１　オペレータスキル表
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　３２　外乱影響表
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